（交付書面　記載例）＜児童福祉法第59条の2の4＞
	○○保育室　利用契約書
 　○○○○（以下、「保護者」といいます。）と□□□□（以下、「事業者」といいます。）とは、事業者が保護者の乳幼児○○○○（以下「乳幼児」といいます。）に対して行う保育について以下のとおり契約を締結します｡事業者は、乳幼児に対し、児童福祉法等の趣旨にしたがって、安心して生活できる保育を提供し、保護者は事業者に対しその保育に対する料金を支払います。
 ◇　保育内容・料金

	
	　利用形態
	  月極保育
	

	
	　利用期間
	  令和○年○月○日～令和○年○月○日
	

	
	　利用時間
	  月曜日～金曜日　午前８時～午後５時
	

	
	　料　　金
	  入会金
	  ×××円（初回のみ）
	

	
	
	  利用料
	  ひと月×××円
	

	
	
	  その他
	  食事代、おむつ代、延長料金等は別に定める料金表により、利用に応じて徴収します。
	

	    ※　詳しい保育内容は、別添の「○○○保育園利用のしおり」のとおりです。

    ※  契約満了日の○日前までに、保護者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合、再度、契約内容を確認した上で、更新することとします。

 ◇  料金の支払

     利用料は月単位で清算します。前条の入会金について、事業者は明細を付して当月○日までに保護者に請求し、保護者は当月○日までに事業者へ○○○○の方法で支払います。前条の利用料について、事業者は明細を付して翌月○日までに保護者に請求し、保護者は請求があった月の○日までに事業者へ○○○○の方法で支払います。月の途中で入退所する場合、前条の利用料は、在籍日数に応じ日割計算で料金を算定します。

     退所する場合の清算料金について、第１項及び第２項の定めに関わらず、事業者は明細及び支払期限を付して当月末までに保護者に請求し、保護者は支払期限までに事業者へ○○○○の方法で支払います。

     事業者は、保護者から料金の支払いを受けたときは、利用者に領収証を発行します。

 ◇　加入している保険の種類・保険事故・保険金額

     事業者は、保育サービスの提供に伴なって、事業者の責めに帰すべき事由により乳幼児の生命、身体又は財産に損害を及ぼした場合は、保護者に対してその損害を賠償します。

	
	 保険の種類
	○○○○保険
	

	
	 保険事故（内容）
 保険金額
	１人当たり   ○○○千円

１事故当たり ○○○千円
	

	     ※　詳しくは、別添の「○○○○保険のしおり」をご覧ください。
 ◇　緊急時の対応
     事業者は、保育中に乳幼児が急に発病した場合や、けがをした場合は、あらかじめ保護者が指定した緊急連絡先へ連絡の上、下記医療機関にお連れします。また、保育中に乳幼児がけがをした場合は、職員が保護者に説明します。

なお、月極契約の乳幼児については、下記医療機関による入所時及び年２回の定期健康診断を実施します。
   　【医療機関】△△△病院（電話番号○○-○○○○-○○○○）
   　　　　　　  所在地：〒○○○－○○○　東京都江戸川区中央○－○○－○○
 ◇  秘密保持、保育の記録

     事業者及び従事するすべての職員は、保育を提供する上で知りえた児童、保護者及びその家族等に関する秘密を第三者に漏らしません。この守秘義務は、契約終了後も同様とします。また、保育内容を記載した諸記録は、契約終了又は解約後○年間保存し、保存期間が経過した際には守秘義務にのっとり破棄します。保護者は、この諸記録を閲覧することができます。

 ◇  契約の解除

１  保護者又は乳幼児の事情で中途退所する場合、保護者は退所予定日の前月○日までに事業者に書面にて申し出るものとします。前月○日以降に退所を申し出た場合、保護者は翌月分に相当する上記の保育料を支払うものとします。


	２  次の事由に該当した場合、保護者は文書で事業者に通知することにより、この契約を解除することができます。

①事業者が正当な理由なく保育を拒否した場合

②事業者が守秘義務に反した場合

③事業者が法令等の社会的義務に反した場合

④事業者が乳幼児又は保護者やその家族などに対し社会通念を逸脱する行為を行った場合

⑤事業者が破産した場合

３  事業者は、閉所や休所など止むを得ない事情がある場合、保護者に対して○箇月間の予告期間を置いて理由を文書で明示し口頭で説明した上で、この契約を解除することができます。

４  次の事由に該当した場合は、事業者は文書で保護者に通知することにより、この契約を解除することができます。

①保護者が上記に定める料金の支払いを遅延した場合で、料金支払の催告期間が経過しても支払わない場合

②保護者が事業者や保育所従業者又は他の利用者（保護者、乳幼児)に対して、重大な背信行為を行った場合

 ◇  退所時の協力

事業者は、閉所や休止など、事業者の都合により乳幼児が退所する際には、保護者の希望や乳幼児の環境の変化を勘案し、転所先の確保に努めます。

◇  保育内容等に関する問い合わせ、苦情等の受付先

事業者は、保育に関する相談、要望、苦情等に対し、誠実かつ迅速に対応します。

     　 （担当者氏名）　　○○○○（職名：施設長）
      　（担当者連絡先）　電話　○○－○○○○－○○○○
      　（受付時間）　　　午前○時から午後○時

 ◇　その他
   　利用に当たっては、別添の「○○○保育園利用規約」記載事項を遵守してください。

     保護者及び事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。この契約に定めのない事項については、児童福祉法その他法令の定めを尊重し、双方が誠意をもって協議の上決定します。

      契約の締結に当たり、事業者は保護者に対し、契約書及び「○○○保育園利用のしおり」に基づき契約内容の説明を行い、保護者はその内容を了承したものとします。

上記の契約を証するため、本書２通を作成し、保護者、事業者は記名押印の上、その１通を保有するものとします。

令和○年○月○日
保護者＜住所＞

          ＜氏名＞                           　        印

保護者＜住所＞

      ＜氏名＞                            　       印

事業者＜所在地＞

      ＜事業者名＞

      ＜代表者職氏名＞                             印


＜施設の概要＞

  ○施設の名称・所在地　○○○保育園  江戸川区中央○－○－○　○△ビル

  ○施設の内容          ＲＣ造５階建の1,2階、延床面積○○㎡、保育室2室 ○○㎡

                        調理室 ○○㎡、幼児用便所2個
  ○施設長住所・氏名    東京都○○区○○町☆－☆－☆　△☆ビル○○○
　※当施設は、児童福祉法第３４条の１５第２項若しくは同法第３５条第４項の認可又は認定
こども園法第１７条第１項の認可を受けてない保育施設（認可外保育施設）として、同法

第59条の2に基づき江戸川区への設置届出を義務付けられた施設です。
  　　【設置報告先】江戸川区子ども家庭部子育て支援課　（電話）03－5662－0349


【留意事項】

＜保育内容・料金＞

・利用時間の曜日や時間の変更に伴い、料金も変更されることが多いため、利用時間及び利用料について、「契約書別紙」に分け、契約の変更を行いやすくする手法をとっても構いません。この場合、契約書中に、『契約時間等は、「契約書別紙」によります。』と記載してください。なお、「契約書別紙」も契約書の一部であるため、別紙のなかに定められている事項が守られない場合は、契約不履行となりますので留意してください。

・保育料に含まれるサービス内容が分かるように明記してください。また、料金単位（月、日、時間）や消費税の取り扱いについて明確にしてください。

・月極保育のほか、随時に利用するサービスについても契約書に盛り込んでください。この場合、サービスの内容と利用料、清算方法も明記してください。 

＜秘密保持・保育の記録＞

幼稚園の場合は指導に関する記録を５年、学籍に関する記録を２０年､卒園後保存することとされていますので、参考にしてください。（学校教育法施行規則第１５条第２項）また、廃棄に当たっては、プライバシーを保護するため、裁断処理を行うなどの方法を取ってください。
＜契約の解除＞

･事業者の一方的な理由により契約を解除することがないよう、一定の要件を明記してください。事業者の事情により解除の申し出を行う場合には、保護者の理解が得られるよう理由を文書と併せて説明することや、転所先を探すのに十分な予告期間を設けてください。

･「社会通念を逸脱する行為」は、「重大な背信行為」より広範な考え方です。乳幼児、保護者及びその家族の人権を尊重しない態度や、保護の視点に欠ける行為などが広く含まれます。

＜退所時の協力＞

・やむを得ない事情で事業を休止しても、利用者にとっては引き続き保育が必要となりますので、区市町村の空き情報を活用するなどして、転所先の確保に努めるようにしてください。

・保護者が２人いる場合は、保護者欄に2人とも記名、押印することが望ましいです。

・事業者欄には、代表者又は法的にその委任を受けた者が、記名、押印してください。契約代理権限を与えられている場合のみ、施設長（園長）は事業者側の契約の当事者になれます。

〔印紙税について〕 

　本契約書（別紙契約書を含む。）は､印紙税法上の課税文書には該当しません。

  この契約書の内容は、乳幼児及び保護者が適切なサービスの提供を受けるために記載されるものであり、「当事者の一方が仕事の完成を約し、相手方がその仕事の結果に対して報償を支払う」という性格のものではないものと認められるので、民法上の「請負」には該当しません。また、その他のいずれの課税文書にも該当しません。

　なお、自主事業の記載のあるものは、自主事業の内容によっては「請負」に当たり、課税文書となる場合がありますので注意してください。

  また、領収証は課税文書になります（記載金額が３万円未満のものは非課税文書）。詳しくは、税務署までお問合わせください。

